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�．はじめに

グローバリゼーションと激しい経済競争のも

と、中国は各種の優遇措置を実施し、外資を誘

致し、国際経済の交流・協力を促進してきた。

また、税制の統一及び公平の原則により、中国

は１９９４年１月１日より、増殖税と消費税；２００７

年１月１日より、車船税；同年７月１日より土

地使用税；２００８年１月１日より、企業所得税；

２００９年１月１日より、都市不動産税；２０１２年１２

月１日より、都市建設税と教育附加税における

外資企業と国内企業の税収区別をなくし、二元

的税制を次第に統一してきた。本論はこのよう

な背景における外資企業の税務の調整可能性を

考察するものである。

�．外資による対中国 FDI の現状

対中国 FDI（Foreign Direct Investment）は、

海外の投資家が外商投資企業、合併企業、中国

の投資者と共同で行う石油採掘、及び支店設置

などの方法を通して投資することである。海外

投資家は現金、実物、無形資産、株などで投資

するほか、外資企業で得られた利潤で再投資す

ることもできる１。

１．投資件数による分析

２００１～２０１０年対中国 FDIの件数において、

香港によるものが一番多く、台湾、日本、韓国

は対中国 FDIの重要な投資国・地域となっ

た。２００１年、台湾、日本、韓国による対中国 FDI

の件数はそれぞれ１６．１０％、７．７０％、１１．１０％を

占めており、２００２～２００７年台湾の占める割合が

少なくなる。一方、同期間中韓国は第二位の投

資国・地域となり、日本、アメリカによる投資

件数はほぼ同じで、上位５位に位置している。

２００９～２０１０年には、投資件数における台湾の占

める割合が上昇し、第二位投資国・地域地とな

る。一方、韓国のシェアが減少し、第３位にラ

ンクインしている。日本が占める割合の変動は

少なく、平均的に６％程度を維持している。以

上の分析から、投資件数からみれば、２００１～２０１０

年、香港、台湾、韓国、日本は上位４位を占め

ており、対中国 FDIに重要な役割を果たして

いることが分かる（表１）。

２．投資金額による分析

２００１～２０１０年香港による対中国 FDIの投資

金額が一番多く、日本は第３位を占めており、

台湾、韓国はそれぞれ第８位、第９位にランク

インしている。投資件数と比べてみれば、台湾、
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韓国による対中国 FDIは投資件数が多く、１

件当たりの投資規模が大きくないという特徴が

見受けられる。これに対して、香港と日本は投

資件数が多く、投資規模も大きい。また、２００７

～２００９年香港による対中国 FDIは、件数にお

いても投資金額においても大幅に増加したこと

に対して、期間中台湾による対中国 FDIがや

や落ち込んでいる。それは２００８年税制統一後、

台湾と中国は税収協定を結んでいないのに対

し、香港は中国と税収協定を結んでいたため、

台湾企業は香港で登録した会社を経て中国に投

資する現象が起こったからである（表２）。以

上を踏まえて、２００１年以来、香港、台湾、韓国、

日本は対中国 FDIの投資国・地域の上位４位

に位置しており、対中国 FDIに重要な役割を

果たしていたことが分かる。

表１ ２００１～２０１０年対中国 FDIの投資国・地域２（投資件数割合）
単位：％

年
国・地域

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

香港 ３０．６０ ３１．７０ ３３．２０ ３３．７０ ３３．７０ ３７．４０ ４２．８０ ４６．７０ ４５．７０ ４７．７０

台湾 １６．１０ １４．２０ １０．９０ ９．２０ ８．９０ ９．００ ８．７０ ８．６０ １０．９０ １１．２０

日本 ７．７０ ８．００ ７．９０ ７．９０ ７．４０ ６．２０ ５．２０ ５．２０ ５．４０ ６．４０

韓国 １１．１０ １１．７０ １２．００ １２．９０ １３．９０ １０．３０ ９．１０ ８．１０ ７．１０ ６．２０

アメリカ １０．００ ９．８０ ９．９０ ９．００ ８．５０ ７．７０ ６．９０ ６．４０ ６．５０ ５．５０

シンガポール ２．６０ ２．７０ ２．８０ ２．９０ ２．８０ ２．９０ ２．８０ ２．８０ ２．７０ ２．８０

カナダ ２．１０ ２．１０ ２．２０ ２．３０ ２．２０ ２．１０ １．８０ １．５０ １．９０ １．４０

ドイツ １．１０ １．００ １．１０ １．４０ １．５０ １．４０ １．４０ １．４０ １．３０ １．３０

オーストラリア １．７０ １．７０ １．９０ １．７０ １．６０ １．５０ １．３０ １．２０ １．３０ １．２０

イギリス １．００ １．００ １．１０ １．１０ １．３０ １．１０ １．３０ １．３０ １．２０ １．００

表２ ２００１～２０１０年対中国 FDIの投資国・地域３（投資金額割合）
単位：％

年
国・地域

２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

香港 ３５．７０ ３３．９０ ３３．１０ ３１．３０ ２９．８０ ３２．４０ ３７．１０ ４４．４０ ５１．２０ ５７．３０

イギリス領ヴァージン諸島 １０．８０ １１．６０ １０．８０ １１．１０ １５．００ １７．７０ ２２．１０ １７．３０ １２．５０ ９．９０

シンガポール ４．６０ ４．４０ ３．８０ ３．３０ ３．７０ ３．７０ ４．３０ ４．８０ ４．００ ５．１０

日本 ９．３０ ７．９０ ９．４０ ９．００ １０．８０ ７．２０ ４．８０ ４．００ ４．６０ ３．９０

アメリカ ９．５０ １０．３０ ７．８０ ６．５０ ５．１０ ４．６０ ３．５０ ３．２０ ２．８０ ２．９０

韓国 ４．６０ ５．２０ ８．４０ １０．３０ ８．６０ ６．１０ ４．９０ ３．４０ ３．００ ２．５０

ケイマン諸島 ２．３０ ２．２０ １．６０ ３．４０ ３．２０ ３．２０ ３．４０ ３．４０ ２．９０ ２．４０

台湾 ６．４０ ７．５０ ６．３０ ５．１０ ３．６０ ３．４０ ２．４０ ２．１０ ２．１０ ２．３０

サモア １．２０ １．８０ １．９０ １．９０ ２．３０ ２．５０ ２．９０ ２．８０ ２．２０ １．７０

フランス １．１０ １．１０ １．１０ １．１０ １．００ ０．６０ ０．６０ ０．６０ ０．７０ １．２０

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第６号（２０１４．３）

－１３８－



�．外資企業の税務

１．車船税の税務

� 税制の統一

「中華人民共和国車船使用税暫定条例」は１９８６

年１０月１日に実施され、２００７年１月１日より、

中国は外資企業に車、船の使用ナンバー税の徴

収を廃止し、「中華人民共和国車船税暫定条例」

に基づき、外資企業と内資企業に対し、車船税

税率を統一した。また、２０１２年１月１日より、

中国は「中華人民共和国車船税法」（以下「車

船税法」と略す）と「中華人民共和国車船税実

施条例」を頒布した。

� 税制統一前後の税額比較

表３は２００３～２０１１年外資企業が年間納付する

車船税の平均税額の変化を示している。車船税

の税制が統一される前、外資企業が年間納付す

る車船使用ナンバー税は０．０３万元であり、２００７

年７月１日税制統一後に年間納付する車船税の

税額が増加し、２０１１年には０．１万元まで増加し

た。したがって、税制統一後、外資企業が納付

する年間車船税の税額が増加したことが分か

る。

� 税務アドバイス

外資企業は車船税免税条例を利用できる。車

船税法は漁をする漁船、養殖漁船、軍隊、武装

警察部隊専用車・船、警察用車・船の車船税を

免除する８。

車船税法は節約型車・船の使用を奨励し、省

エネ、新エネを使用する車・船に対し、車・船

税を減免する９。外資企業は財政部、国税総局

及び工商部が共同頒布した「省エネ、新エネ使

用車両車船税減免対象車種目録」を参考に、車・

船を購入し、優遇政策を生かすべきである。

車・船税法では乗用車の排気量によって課税

し、課税額は排気量に応じて累進的に拡大す

る。外資企業は乗用車を選ぶとき、排気量の基

準に留意すべく、とくに選ぶ予定の自動車の排

気量は臨界点排気量との差が小さいとき、排気

量の小さい自動車を選び、高額の車船税額を回

避すべきである。

たとえば、福建省において、排気量１．６L～

２．０Lの乗用車の年間税額は３６０元、２．０L～２．５

Lの年間税額は７２０元である。仮に、排気量１．９

Lと排気量２．１Lの自動車があるとし、その排

気量は０．２Lしか違わないが、負担する税額は

倍の差がある。経済的な選択は、選択可能な範

囲に排気量の小さい自動車を選ぶことである。

車船税法ではバスをマイクロ、大型に分けて

税額を別々に定めている。外資企業は各省・市

の税額条例を考慮すべきである。通常マイクロ

バスの税額が少ない。また、車船税法は船舶の

純トン数で課税する。外資企業は臨界点の純ト

ン数を考慮すべきである。通常純トン数の小さ

表３ ２００３～２０１１年外資企業車船税４年間平均納付額５

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

車船税６

（万元）
６，３４４ ６，９７７ ７，０１１ ７，１３１ １０，６００ ２８，０５３ ２７，５２７ ３３，４９７ ４３，０１４

外資企業社数７

（社）
２２６，３７３ ２４２，２８４ ２６０，０００ ２７４，８６３ ２８６，２３２ ４３４，９３７ ４３４，２４８ ４４５，２４４ ４４６，４８７

年間平均納付額
（万元）

０．０３ ０．０３ ０．０３ ０．０３ ０．０４ ０．０６ ０．０６ ０．０８ ０．１０
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い船舶の税額が少ない。

さらに、中国は一時的に入国した外国の車・

船、香港特別行政区、マカオ特別行政区及び台

湾地域の車・船に対し、車船税を免除する１０。

一時的入国とは、外国あるいは香港、マカオ、

台湾地域から一時的に中華人民共和国に入国

し、滞在期間は三ヶ月以内の自動車と自動車運

転手１１を指す。一時的入国対象内の外資企業は

車船税の課税対象にならないよう、時間制限に

留意すべきである。

２．土地使用税の税務

� 税制統一の経過

中国は１９８８年１月１日より、「中華人民共和

国土地使用税暫定条例」を実施した。２００７年７

月１日より、外資企業は土地使用税の納税対象

となった。「中華人民共和国土地使用税暫定条

例」（以下「暫定条例」と略す）に基づき、外

資企業と内資企業に土地使用税を徴収する。

� 税制統一前後の税額比較

表４は２００３～２０１１年外資企業土地使用税年間

平均納税額の変化を示している。税制統一前、

１社当たりの年間平均納税額は０．０１万元であ

り、２００８年に年間平均納税額は３．３９万元まで増

加し、その後も増加傾向を見せた。税制統一後、

外資企業の年間平均納税額が増加したことが分

かる。

� 税務アドバイス

外資企業は農村で生産経営を行えば、土地使

用税を納付する必要がない。また、土地使用税

は地域別定額税率を採用している。大型都市

l．５～３０元、中型都市１．２～２４元、小型都市０．９

～１８元、県、建制鎮、工業・鉱業区０．６～１２元１４

と定めており、外資企業は税額の少ない地域で

生産・経営を行うことが可能である。

一方、暫定条例は企業経営以外の公共緑化用

地、社会に開放する公園用地、企業に附属する

学校、病院、保育園、幼稚園（その用途は企業

のその他の用途と明確に区別できる）に対し、

暫定的に土地使用税を免除する１５。外資企業は

日常の経営活動において、企業経営用地とその

他用途の土地を区別し、免税の条例に適応させ

る必要がある。免税を申告する際、企業は以下

の資料を提示する必要がある。税収優遇事項報

告、財務報告表、土地所有権証明書、企業敷地

面積図面及び土地使用明細、政府関連部門の証

明資料。外資企業は登録地政府の規程に留意

し、必要書類を揃えて、税金免除優遇政策を適

応させるべきである。

さらに、暫定条例は直接農、林、牧、漁業に

用いる生産用地、天日製塩場の塩浜、岩塩鉱の

立て杭などの用地に対し、土地使用税を免除す

る１６。政府は関連産業の用地に免税政策を実施

しており、外資企業は免税条例を十分に生か

し、税額を最大限に軽減すべきである。

表４ ２００３～２０１１年外資企業土地使用税年間平均納付額

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

土地使用税１２

（万元）
１，４５０ １，２６０ １，５７７ １，８３１ ２，７４８ １，４７２，４０４ １，５２０，１７５ １，６２０，８６０ １，７８３，１６１

外資企業社数１３

（社）
２２６，３７３ ２４２，２８４ ２６０，０００ ２７４，８６３ ２８６，２３２ ４３４，９３７ ４３４，２４８ ４４５，２４４ ４４６，４８７

年間平均納付額
（万元）

０．０１ ０．０１ ０．０１ ０．０１ ０．０１ ３．３９ ３．５０ ３．６４ ３．９９
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３．耕地占用税の税務

� 税制の統一

「中華人民共和国耕地占用税暫定条例」は１９８７

年４月１日に実施された。２００８年１月１日よ

り、外資企業は耕地占用税の徴収対象となり、

２００７年１２月１日に頒布した「中華人民共和国耕

地占用税暫定条例」に基づき、耕地占用税を納

付する。

� 税務アドバイス

地域平均税額の差異が利用できる。表５から

分かるように、中国西部地域では１平方メート

ル当たりの耕地占用税が一番低く、次いで中部

地域、税金が高い地域は東部沿海地域に集中し

ており、外資企業は進出先を選択する際、中部・

西部地域を選択すれば、税額が軽減できる。

税法において、学校、幼稚園、老人ホーム、

病院が占用する耕地、農業生産に直接関連する

生産施設が占用する林地、牧草地などの農用地１８

に対し、耕地占用税を徴収しないという税収優

遇政策が利用できる。

４．企業所得税の税務

� 税制の統一

１９９７年７月１日「中華人民共和国外商投資企

業、外国企業所得税法」が実施された。２００８年

１月１日より、外資企業は「中華人民共和国外

商投資企業、外国企業所得税法」が適応できな

くなり、「中華人民共和国企業所得税税法」（以

下「新企業所得税法」と略す）に基づき、企業

所得税を納付する。外資企業と内資企業の税率

は２５％で統一し、外資企業が２００８年１月１日以

前に適応した優遇税率を次第に撤廃する。

� 税制統一前後の税額比較

表６は２００３～２０１１年外資企業が年間平均納付

する企業所得税税額の変化を示している。表か

ら分かるように、外資企業の年間平均納付する

税額が増加し、２００３年平均税額の３１．１６万元か

ら２０１１年の１２１．０９万元まで、４倍近くまで増え

た。２００８年税制統一後、外商投資企業が納付す

る年間税額は一気に跳ね上がらなかったのは、

中国は２００８年以前に実施された企業所得税優遇

政策に対し、５年内に次第に撤廃する政策を実

施したからである。外商投資企業向けの優遇政

策が適応できなくなるにつれて、企業が納付す

る年間税額も次第に高くなり、とくに２０１０年の

増加率は税制統一後のピークに達した。

� 税務アドバイス

� 企業様式の選択

新企業所得税法は国際慣行を参考に、法人税

制を採用している。即ち、法人資格を有してい

る主体のみを企業所属税の納付者とする。「中

華人民共和国会社法」では、会社が設立する子

会社は法人資格を持っていない場合、その民事

責任は親会社に帰属する。子会社は法人資格を

持っているなら、独立で民事責任を担うとして

表５ 各省・自治区、直轄市耕地占用税の平均税額１７

地 域
１平方メートル当たり
平均税額（元）

上海 ４５

北京 ４０

天津 ３５

江蘇、浙江、福建、広東 ３０

遼寧、湖北、湖南 ２５

華北、安徽、江西、山東、
河南、重慶、四川

２２．５

広西、海南、貴州、
雲南、�西 ２０

山西、吉林、黒龍江 １７．５

内モンゴル、チベット、
甘 、青海、寧夏、新疆

１２．５
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いる。子会社は親会社と一緒に企業所得税を納

付する場合、子会社の損失は親会社が納付すべ

き所得税から控除できる。しかしながら、子会

社は単独で税収優遇措置を享受することができ

ない。子会社は法に従い、企業所得税を納付す

る場合、その損失は親会社が納付すべき税額か

ら控除できないが、子会社は単独で税収優遇政

策を享受することができる。新企業所得税法の

税収優遇政策は、小型低利益企業、ハイテク企

業はそれぞれ２０％、１５％の税率で企業所得税を

納付すると定めている２２。従って、外資企業は

小型低利益企業、ハイテク企業に分類される支

店がある場合、子会社の経営様式を採用し、優

遇税率に適応させるべきである。一方、外資企

業に損失が予測される支店がある場合、支社の

経営様式を採用し、支社の損失を親会社が納付

すべき所得税から控除し、企業全体の税額を軽

減すべきである。

� 産業優遇制度の利用

新企業所得税法は関連企業に関する優遇制度

を盛り込み、その発展を奨励する。外資企業は

以下の四産業に投資すれば、税収優遇制度を利

用できる。

ハイテク産業：新企業所得税法はハイテク企

業を重点的に支援すると定めており、ハイテク

企業に対し、１５％の税率で企業所得税を徴収す

る。ハイテク企業の登録は科学技術部、税政部、

国家税務総局が２００８年４月に共同頒布した「ハ

イテク企業認定管理弁法」及び「国家重点支援

ハイテク領域」に基づいて認定する。新企業所

得税法実施後、外資企業と中国国内企業の所得

税が２５％に統一されたため、外資企業はハイテ

ク企業として登録、優遇制度を適応することが

できる。

第一次産業：新企業所得税法において、企業

は農業、林業、牧業、漁業プロジェクトに従事

する際の所得に対し、企業所得税を減免する２３。

外資系企業は第一次産業に投資すれば、税収優

遇制度が適応できるため、税務調整の可能性も

大きい。

環境保護・省エネ産業：新企業所得税法は、

条件を満たす環境保護、省エネ節水のプロジェ

クトに従事した所得に対し、プロジェクトの第

一回目の生産経営収入を取得した納税年度から

起算して、第１年度から第３年度までの企業所

得税を免除し、第４年度から第６年度までの企

業所得税を半減して徴収する２４と定めている。

従って、環境保護・省エネ産業に参入した外資

企業は三年間の税金免除と三年間の税金半減を

享受でき、税金を節約できる。

インフラストラクチャー：企業は国家が重点

に支援するインフラストラクチャー・プロジェ

クトの投資経営に従事した所得に対し、プロ

ジェクトの第一回目の生産経営収入を取得した

表６ ２００３～２０１１年外資企業企業所得税１９年間平均納付額

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

企業所得税２０

（万元）
７，０５３，９７５ ９，３２５，１４１ １１，４７６，９１９１５，３４８，４０８１９，５１２，５１０２７，３６２，０２５２９，７５９，１３８４０，８９２，２８９５４，０６３，３０８

外資企業社数２１

（社）
２２６，３７３ ２４２，２８４ ２６０，０００ ２７４，８６３ ２８６，２３２ ４３４，９３７ ４３４，２４８ ４４５，２４４ ４４６，４８７

年間平均
納税額
（万元）

３１．１６ ３８．４９ ４４．１４ ５５．８４ ６８．１７ ６２．９１ ６８．５３ ９１．８４ １２１．０９

増加率（％） ― ２３．５２％ １４．６９％ ２６．５０％ ２２．０８％ －７．７２％ ８．９３％ ３４．０２％ ３１．８４％
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納税年度から起算して、第１年度から第３年度

まで企業所得税を免除し、第４年度から第６年

度まで企業所得税を半減して徴収する２５。イン

フラストラクチャーに従事する外資企業は環境

保護・省エネ産業に従事する企業と同じよう

に、三年間の税金免除と三年間の税金半減を享

受できる。

� 国家地域優遇政策の利用

新企業所得税法は地域制限を緩和し、旧企業

所得税法における経済特区、経済技術開発区、

上海浦東新区、製品輸出外商企業、生産性外資

企業に対する所得税の免除、半減、あるいは定

期的減免などの優遇制度を撤廃した。東部沿海

地域から西部地域２６へと発展戦略を移転した。

「企業所得税過渡優遇政策に関する国務院の通

知」に基づき、西部大開発の税収優遇政策、即

ち西部地域奨励プロジェクトに対し、１５％の企

業所得税率の適用を継続的に施行する。外資企

業は進出地域を選択する際、自社の状況に合わ

せる必要がある。東部沿海地域は過渡的に税収

優遇政策を撤廃しているものの、西部地域より

質の高い技術人材が多く、交通も便利である。

外資企業は投資する地域を総合的に考慮すべき

である。

５．不動産税の税務

� 税制の統一

「中華人民共和国都市不動産税暫定条例」は１９５１

年８月８日に実施された。２００９年１月１日よ

り、外資企業に「中華人民共和国都市不動産税

暫定条例」が適用できなくなり、「中華人民共

和国不動産税暫定条例」（以下「不動産税暫定

条例」と略す）に照らして不動産税を納めるこ

ととなった。税制統一後、不動産税は本来の標

準取得原価、地価を課税基礎にしたことから、

控除後取得原価や賃貸収入を課税基礎とした。

� 税制統一前後の税額比較

表７は２００３～２０１１年外資企業年間平均納付す

る不動産税額の変化を示している。税制統一

前、企業１社当たりが納付する都市不動産税の

税額は２．９万元２７程度であった。２００９年より、年

間納付する不動産税が次第に増加し、２０１１年に

は４．８７万元に上った。税制統一後、外資企業が

納付する不動産税額が増加した。

� 税務アドバイス

外資企業は農村で投資し、工場を建設すれ

ば、不動産税を納付する必要がない。また、不

動産税暫定条例では、不動産税は建物の取得原

価から１０％～３０％を控除した後の金額に基づき

計算・納付すると定めており、控除額の確定は

企業会計帳簿に記載された取得原価に基づ

く３２。よって、会計計算の際、不動産税徴税対

象外のフェンス、室外プール、池、変電塔、貯

水タンク、煙突などの建物を単独で記帳し、企

業全体の不動産税負担を軽減すべきである。外

資企業は日常の財務処理において、不動産税納

税対象内と納税対象外の建物を分けて計算する

必要がある。

表７ ２００３～２０１１年外資企業２８不動産税２９年間平均納付額

項目 ２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年

不動産税３０（万元）５０５，９１６ ５９６，４３０ ７３６，７７３ ９３３，１７８１，０６５，６５４１，２８６，５２０１，５９３，１８１１，７７０，０２９２，１７４，２８４

外資企業社数３１（社）２２６，３７３ ２４２，２８４ ２６０，０００ ２７４，８６３ ２８６，２３２ ４３４，９３７ ４３４，２４８ ４４５，２４４ ４４６，４８７

年間平均納付額
（万元）

２．２３ ２．４６ ２．８３ ３．４０ ３．７２ ２．９６ ３．６７ ３．９８ ４．８７
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なお、賃貸収入に基づき計算・納付する場

合、税率不動産税を１２％とし、建物の取得原価

から１０％～３０％を控除した後の金額に基づき計

算・納付する場合、適用税率を１．２％とする３３。

外資企業は賃貸できる不動産を所持している場

合、賃貸収入に基づき計算・納付する場合の税

額と取得原価に基づき計算・納付する場合の税

額を比較すべきである。

たとえば、ある外資企業は倉庫を有してお

り、取得原価は１００万元とする。企業は賃貸す

るか倉庫として使用するかを選択できる。倉庫

所在地域の不動産税は取得原価から２０％控除し

た後の金額に基づき計算・納付し、印紙税を考

慮しないとする。

案１：賃貸する。毎年の賃貸収入は１０万元と

したら、企業が納付する不動産税は＝１０×１２％

＝１．２万元、営業税は＝１０×５％＝０．５万元、都

市維持建設税と教育附加税は＝０．５×（７％＋

３％）＝０．０５万元、納税総額は１．７５万元である。

案２：貨物倉庫として外部に提供する。毎年

得られるサービス収入は１０万元とし、企業が納

付する不動産税は＝１００×（１－２０％）×１．２％

＝０．９６万元、営業税は＝１０×５％＝０．５万元、

都市維持建設税と教育附加税は＝０．５×（７％

＋３％）＝０．０５万元、納税総額は１．５１万元であ

る。したがって、案２の納付する税額は案１よ

り０．２４万元少ない。しかしながら、すべての不

動産は取得原価に基づき計算・納付すれば税額

を節約するわけではない。外資企業は不動産の

取得原価、賃貸（倉庫サービス）収入、及び控

除比率を比較する必要がある。具体的なやり方

は下記のとおりである。

不動産の取得原価を A、賃貸（倉庫サービス）

収入を B、不動産の原価控除比率を Cとし、C

の範囲は０％～３０％とする場合、取得原価に基

づき計算・納付する不動産税額＝A×（１－C）

×１．２％、賃貸収入に基づき計算・納付する不

動産税額＝B×１２％。

A×（１－C）×１．２％＞B×１２％、即 ち C＜

（A－１０×B）÷A の場合、企業は賃貸方式

を採用すれば、税額を削減できる。一方、C＞

（A－１０×B）÷Aの場合、企業は倉庫として

外部に提供すれば、税額を削減できる。

上述した分析に基づくと、（A－１０×B）÷A

＝０＜２０％、従って、どの控除比率においても、

企業は倉庫サービスを選択すれば、税額を削減

できる。

６．都市維持建設税と教育附加税の税務

� 税制の統一

２０１０年１２月１より、外資企業、外国企業、外

国人に対しても、「中華人民共和国都市建設維

持税暫定条例」（１９８５年公布）、「教育費附加税

徴収の暫定規定」（国務院１９８６年公布）、及びそ

の後国務院及び国務院主管部門が発令した都市

建設維持税と教育附加税に関する法規、規定、

政策を適用させる。

� 税務アドバイス

外資企業は都市維持建設税率の地域間差異を

いかして調整し、税率の低い地域で投資し、工

場を建設することができる。地域別の税率は表

８のとおりである。

表８ 都市維持建設税３４及び
教育附加税３５の適用税率一覧表

納税者所在地 都市維持建設税率 教育附加税率

市区 ７％

３％県城、鎮 ５％

その他の地区 １％

長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第６号（２０１４．３）

－１４４－



�．結論と助言

本論は外資企業による対中国 FDIの発展傾

向に対する分析を通して、その投資件数と投資

金額ともに、持続的に増加傾向にあると解明し

た。また、税制の内外統一の実現に従い、中国

における外資企業の税務調整可能性を考察する

ため、本論は税種別に外資企業の税務を分析

し、外資企業による対中国 FDIの税務調整可

能性があるとした。その結論と助言は下記のと

おりである。

農村で生産経営を行う場合、調整可能性が大

きい。その際、企業は土地使用税、不動産税を

納付する必要がないし、都市維持建設税と教育

附加税の最低税率も適用できる。農村で生産経

営活動を展開できそうな場合、外資企業はなる

べく農村地域に立地し、企業全体の税額を削減

する。

中国の税法は車船税、土地使用税、耕地占用

税、企業所得税、不動産税に対する優遇政策を

設けている。税収優遇政策を充分にいかすこと

は外資企業の税務調整可能性を大きくする。外

資企業は中国に投資する際、中国の税収制度と

関連優遇政策を十分に理解しなければならな

い。

中国の税法は地域や徴収方法によって、同じ

税種の適用税率が異なる。例えば、城鎮土地使

用税、耕地占用税、都市維持建設税と教育附加

税の適用税率は地域によって異なる。不動産税

は徴収方法によって違う。外資企業はその差異

をいかせば、税務の調整可能性を大きくするこ

とができる。

外資企業は国が奨励する産業に進出、ないし

国が支援する地域に立地すれば、税収優遇政策

が適用でき、企業の長期的な発展に有利であ

る。

１ ２０１２年中国統計年鑑における外国直接投資の定義
による。http://www.stats.gov.cn/tjsj/ndsj/2012/indexch.
htm
２ 商務部外国投資管理公司、商務部投資促進事務
局、「２０１１中国外商投資報告」、pp．１～７、対外経
済貿易大学出版社、２０１１年１０月。

３ 商務部外国投資管理公司、商務部投資促進事務局
公表データによる。「２０１１中国外商投資報告」、pp．１
～８、対外経済貿易大学出版社、２０１１年１０月。
４ ２００７年７月１日以前、外資企業が納付する税目は
「車船使用ナンバー税」である。
５ すべての外資企業は車船税の徴税対象とする。
６ ２００４～２０１２年「中国税務統計年鑑」掲載データに
よる。
７ ２００４～２０１２年「中国統計年鑑」掲載データによる。
８ 「中華人民共和国車船税法」（国務院公布）【６１１
号】第３条。
９ 「中華人民共和国車船税法」（国務院公布）【６１１
号】第４条。

１０「中華人民共和国車船税法」（国務院公布）【６１１
号】第４条。

１１「一時的入国する自動車及び運転手管理規定」（公
安部公布）【９０号】第２条。

１２ ２００４～２０１２年「中国税務統計年鑑」掲載データに
よる。

１３ ２００４～２０１２年「中国統計年鑑」掲載データによる。
１４「中華人民共和国土地使用税暫定条例」（２００６年改
訂）第４条。

１５「中華人民共和国土地使用税暫定条例」（２００６年改
訂）第６条、第２項。

１６「中華人民共和国土地使用税暫定条例」（２００６年改
訂）第６条、第５項．

１７「中華人民共和国耕地占用税暫定条例実施細則」
（財政部、国税局公布）【４９号】付表。

１８「中華人民共和国耕地占用税暫定条例」（国務院
令）【５１１号】第８条。

１９ ２００８年１月１日以前外資企業が納付する税目は
「外商投資企業、外国企業所得税」である。

２０ ２００４～２０１２年「中国税務統計年鑑」掲載データに
よる。

２１ ２００４～２０１２年「中国統計年鑑」掲載データによる。
２２「中華人民共和国企業所得税法」（主席公布）【６３
号】第２８条。

２３「中華人民共和国企業所得税法」（主席公布）【６３
号】第２７条、第１項。

２４「中華人民共和国企業所得税法」（主席公布）【６３
号】第２７条、第３項。

２５「中華人民共和国企業所得税法」（主席公布）【６３
号】第２７条、第２項。

２６ 西部地区は重慶市、四川省、貴州省、雲南省、チ
ベット自治区、�西省、甘粛省、寧夏回族自治区、
青海省、新疆ウィグル自治区、新疆生産建設兵団、
内モンゴル自治区と広西チワン族自治区を含む。
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２７ 表７掲載データにより算出、（２．２３＋２．４６＋２．８３
＋３．４０＋３．７２＋２．９６）÷６＝２．９３万元。

２８ すべての外資企業は都市不動産税あるいは不動産
税の徴税対象とする。

２９ ２００９年１月１日以前外資企業が納付する税目は
「都市不動産税」である。

３０ ２００４～２０１２年「中国税務統計年鑑」掲載データに
よる。

３１ ２００４～２０１２年「中国統計年鑑」掲載データによる。
３２「中華人民共和国不動産税暫定条例」（国発）【９０
号】第３条。

３３「中華人民共和国不動産税暫定条例」（国発）【９０
号】第４条。

３４「中華人民共和国都市維持建設税暫定条例」（国
発）【１９号】第４条。

３５「教育附加徴収に関する暫定規定」（国務院公布）
【４４８号】第３条。
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